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決 定 書 
 

異議申出人          

宮代町           

伊草 勝美         

 

上記異議申出人（以下「申出人」という。）から令和６年２月１６日付けで提起され

た令和６年２月４日執行の宮代町議会議員一般選挙（以下「本件選挙」という。）にお

ける当選の効力に関する異議の申出（以下「本件異議申出」という。）について、宮代

町選挙管理委員会（以下「当委員会」という。）は、次のとおり決定する。 

 

主 文 

 

本件異議申出を棄却する。 

 

本件異議申出の趣旨 

 

第１ 本件異議申出の趣旨 

申出人は、本件選挙における当選人鈴木次男（以下「当選人」という。）の当選

を無効とする決定を求めるものである。 

 

第２ 本件異議申出書の理由 

本件異議申出の理由を要約すれば、次のとおりである。 

本件選挙において、当選人は、次のとおり公職選挙法（昭和２５年法律第１０

０号。以下「公選法」という。）第１２９条「事前運動の禁止」及び第１４２条「選

挙運動用ビラの配布規定」に違反する行為を行った。 

（１）本件選挙の告示日前に約１４００部の選挙運動用ビラのポスティングを行っ

た。 

（２）告示日後の令和６年１月３０日（火）に、約６００部を配布規定に違反し、

ポスティングを行った。 

（３）選挙運動用ビラが構図規定に違反していた。 

 

第３ 証拠書類等 

申出人が提出した証拠書類等 

（１）当選人の選挙運動用ビラの写し 

（２）町議会議員金子正志の証言記録 

（３）当選人と申出人の補佐人との音声記録 
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決定の理由 

 

当委員会は、申出人から令和６年２月１６日に提出された異議申出書に形式的に不

備があったため、同月２６日付けで異議申出書の補正を命じた。これに対し、申出人

から同日に補正書が提出され、当委員会はこれを形式的な要件を備えた適法なものと

認め、同日付けでこれを受理した。 

なお、審理に当たっては、申出人からの申立てによる口頭意見陳述を実施し、提出

された証拠書類等を基に、慎重に審理を行った。 

 

第１ はじめに 

１ 当選の効力に関する争訟とは、「有効に行われた選挙において、当選人の決定が

違法であること、すなわち、決定した機関の構成もしくはその手続、各候補者の有

効得票数の算定、または、当選人となり得る資格の有無の認定について違法がある

ことを主張して、当選人と決定せられた者の当選の効力を争う」ものをいい、「広く

選挙の法規の違反、殊に当選人等の行為が同法中罰則に掲げる行為に該当すること

を理由として当選の無効を主張する場合を含まない」ものと解されている（東京高

判昭和２８年２月１７日判決参照）。 

２ また、「当選人または選挙運動者もしくは出納責任者がその選挙に関し右のいず

れかの選挙犯罪を犯したか否か、如何なる刑に処すべきかの判定は専ら刑事訴訟手

続に従い裁判所の裁判によってのみなされるべきものであることはいうまでもな

い。公職選挙において当選人と決定された者もしくは選挙運動総括主催者等が公選

法のいずれかの罰則に違反する行為をしたか否か、これにつき如何なる刑に処すべ

きかの問題については、同法２０６条、２０７条所定の手続において異議決定もし

くは訴願裁決をする選挙管理委員会または当選の効力に関する裁判をする裁判所

はこれを審理判定する責務権限を有しない。」と解されている（最三小判昭和３５

年９月１３日判決参照）。 

 

第２ 当委員会の判断 

前記のとおり、当選の効力に関する争訟とは「広く選挙の法規の違反、殊に当

選人等の行為が同法中罰則に掲げる行為に該当することを理由として、当選の無

効を主張する場合を含まない」ものと解すべきである。 

申出人は、当選人が本件選挙の告示日前に約１４００部の選挙運動用ビラのポ

スティングを行い、また、告示日後の令和６年１月３０日（火）に、約６００部

を配布規定に違反してポスティングを行い、さらに、選挙運動用ビラを構図規定

に違反して頒布したことは、公選法第１２９条「事前運動の禁止」及び第１４２

条「選挙運動用ビラの配布規定」に違反しており、これを理由として当選人の当

選の無効を主張しているが、これは正に当選人等の行為が公選法という選挙の法

規の違反を理由として当選の無効を主張するものである。 
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また、前記のとおり当選人が公選法に違反する行為をしたか否か、これにつき

如何なる刑に処すべきかの判定については、当委員会はこれを審理判定する責務

権限を有しないものと解すべきである。 

したがって、申出人の主張は、当選無効の事由に該当しない。以上のとおり、

申出人の主張には理由がないことから、公選法第２１６条第１項において準用す

る行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）第４５条第２項の規定に基づき、

主文のとおり決定する。 

 

令和６年３月１５日 

 

宮代町選挙管理委員会    

委員長 小 林 弘 明   

 

教 示 

 

この決定に不服のあるときは、この決定書の交付を受けた日又は公職選挙法第２１

５条による告示の日から２１日以内に、文書で埼玉県選挙管理委員会に審査を申し立

てることができる。 

 


